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凡 例

1 報 告書本文において ( )内 の太字で表配された部分は,根 拠となった関

係書類,事 情聴取記録,既 述部分などを表す。

2 こ の報告書では,当 委員会の調査に対する協力への配慮として,面 談対象

者を含めて特に必要がない限り,氏 名を記峨しなかった (面談者の事情聴取

記録綴りには,そ れぞれ 「事務職員A」 等の符号を付し,面 談者の特定がで

きるように工夫した)。
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第 1 用 語の定義

宿 日直

CCU宿 日直

オンコール

宿 日直体制

オ ンコール体制

宿 日直手当

オ ンコール手 当

当直者予定表

宿 日直時間帯に常に病院内に勤務す ること

宿 日直時間帯に循環器系特定集 中治療室 (CCU)内 に常

時勤務す ること

正規の勤務時間外の時間帯に, 自宅またはこれに準 じる場

所で,緊 急呼び出 しの際に速やかに登院できる状態で待機

す ること

宿 日直による診療体制

オ ンコールによる診療体制

宿 日直勤務 を した担当者 に支払われ る手当。小 田原市立病

院 (以下 「市立病院」 とい う。)で は,宿 日直勤務 に従事

した医師の うち 7時 間 45分 以上勤務 した医師に対 して 2

万円が支払われ る。

オンコールを した担 当者 に支払われ る手当。市立病院では,

オンコールに従事 した医師の うち 7時 間 45分 以上の待機

を した医師に対 して 1万 2000円 が支払われ る。

医師 ・検査技師 ・薬剤師 らの 1カ 月分の宿 日直担当者ない

しオンコール担 当者 を把握できる一
覧表のこと。

月前または月中に予定者 を把握す るための純然たる予定表

と,月 後 に実際に担 当 した者 を確定す る表の 2種 があ り,

ふたつの表は若干様式が異なるが,い ずれも 「小田原市立

病院当直者予定表」という標題であつた。手当支給計算の

基礎 となる表は,後 者の表である。
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第 2 当 委員会の位置付 け及び調査方針

1 当 委員会 の位置付 け

(1)平 成 22年 5月 に,小 田原市長 に対 し,小 田原市立病院 (以下 「市立病

院」 とい う)の 循環器科に所属す る医師が宿 日直勤務 を行 つていないのに

宿 日直手 当が支給 されているとの通報があつた。 この通報 を受 けて,市 職

員による内部調査が行われ ,同 年 8月 ,当 該調査結果について市議会議員

に説 明がな され るとともに記者発表が行われた。 ところが,市 職員 による

調査では,手 当が過払い となつた原因な どについてはなお不明確 な部分が

残 され てお り,そ のため,職 員以外の専門的知識 を有す る者による客観的

調査 を進 める必要があるとの判断か ら,「/J田ヽ原市立病院 における手当誤

支給に関す る外部調査委員会」カミ設置 され ることとなった。

そ こで,同 年 8月 31日 に同委員会設置要綱が定められ ,同 年 9月 1日 ,

3名 の委員か らなる委員会 (以下 「前委員会」とい う)が 発足 した。ただ,

前委員会 の委員はいずれ も小 日原市 (以下 「市」 とい う)と 顧問契約を締

結 してい る市の顧間弁護士であった。

(2)同 年 10月 5日 ,前 委員会 による報告書が提出 され,そ の内容が公表 さ

れた。

しか し,そ の後,市 の顧問弁護士を構成員 とす る委員会では,真 の意味

で,市 か ら独 立 した 「外部委員会」 とは評価できず,調 査の公正性や客観

性 に疑間があ る旨の批判が市民か ら寄せ られ,ま た,市 議会か らも同趣 旨

の指摘 を受 けた。そのよ うな批判や指摘 を受けて,市 では,市 立病院にお

ける不適切 な事務処理その他 の事項に関 し,平 成 22年 5月 以降に行つた

調査の再検証 を進 めることとし (再検証の対象 には,前 委員会の調査をも

含む),「ノl 田ヽ原市立病院に関す る外部調査委員会」 (以下 「当委員会」 と

い う)が 設置 され ることとなった。そこで,平 成 22年 11月 24日 に委

員会設置要綱 が定め られ,同 年, 12月 10日 ,以 下の 3名 の委員が選任

されて,当 委員会が発足 した。

委員長 委 員 杉 時 茂  (弁 護士 横 浜弁護士会所属)

委員 村 上 裕  (関 東学院大学 法 学部教授)

委員 加 藤 勝  (弁 護士 横 浜弁護士会所属)
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2 当 委員会の調査方針

(1)当 委員会の問題意識

前委員会の調査は,過 払いの原因について,要 す るに,経 営管理局の職

員が,循 環器科 の医師による宿 日直が続いていた と誤認 していたことにあ

ると結論付 けていた。

当委員会は,前 委員会の結論の妥当性 を検証す るとともに,も し,仮 に

過払いの直接 の原因が経営管理局職員の誤認 にあるとしても,そ のよ うな

誤認が生 じた原因をより掘 り下げて検討す る必要があると同時に,過 払い

が 4年 間の長 きにわた り継続 してきた ことに注 目し,過 払いが長期間にわ

た り見過 ごされてきた原因をも併せて明 らかにす る必要があると考 えた。

なお ,平 成 22年 8月 31日 に定め られた 「小 田原市立病院における手

当誤支給 に関す る外部調査委員会設置要綱」に基づき設置 された 「前委員

会」は,委 員 3名 とも市の顧問弁護士であることか ら,当 委員会 としては,

第二者 (外部)委 員会 とは言 えない ものであると判断 した。 なぜな ら,市

の顧問弁護士は,市 と第二者 との間で紛争等が生 じた場合には,市 の法的

利益等 を擁護すべき職責を負 つた者であるので,平 成 22年 7月 15日 付

で 日本弁護士連合会が策定 し,公 表 した 「企業等不祥事における第二者委

員会ガイ ドライ ン」に示 された 「利害関係人」に該当 し,第 二者 (外部)

委員会 を構成す る委員 としての適格 を有 しない。顧問弁護士による調査は,

あくまで も内部調査の域 を出るものではな く,こ のよ うな内部調査では,

調査の客観性への疑念 を払拭できないため,不 祥事によって失墜 して しま

つた社会的信頼 を回復す ることは到底望めないか らである。

当委員会は,以 上の問題意識 をもつて調査に臨んだ。

(2)調 査 の方法について

前委員会は,病 院長その他病院関係者計 6名 につき, 1名 の委員が直接

面談 して事情聴取 を したが,そ の他の経営管理局職員の事情聴取について

は,市 職員 に担 当させ ,そ の結果 を録取 した 「病院関係者の聞き取 り」に

基づき調査 を行 っていた。

しか し,当 委員会 は,「病院関係者 の聞き取 り」の記録が箇条書 き的な

要約 に よるもので内容が分 りづ らく,な かには趣 旨不明の項 目もあること

に鑑み,委 員 3名 全員が揃 つて,改 めて多 くの関係者 に直接面談 して事情

聴取す る方針 を とる (その聴取内容 を録音 し,そ の録音体を反訳 し,反 訳



書 として保存す る)こ ととした。 この方針 に従い,当 委員会は,病 院長,

副院長 ,経 営管理局長その他の病院関係者 (退職者 を含む)計 23名 の面

談聴取 を実施 した (うち 2名 については, 2回 にわた り面談聴取 を実施 し

た)。 そ して,そ の聴取の過程で判明 した関係資料 の提 出を求め (その結

果,前 委員会 の調査では明 らかに されていなかった文書が複数発見 され

た), さ らに病院内の関係各所の見分をも実施す るな どして,調 査 を進 め

た。

(3)調 査 の結果 について

後に詳 しく述べ るとお り,当 委員会は,調 査の過程 で,前 委員会の調査

時には判 明 してはいなかった文書や関係供述等の資料 を得た。これによ り,

過払いの原因や責任 についての前委員会の結論 には見直 されるべ き点があ

ると考 えた。

第 3 調 査対象

1 関 係書類

前委員会が調査の対象 としたすべての関係書類のほか,以 下の関係書類の

提出を求 め,そ の内容 を調査 した。

① 前 委員会の調査報告書

○ 小 田原市事務決裁規定

○ 小 田原市立病院処務規則

○ 医 師の給与明細書                     ・

① 循 環器科の医師の宿 日直回数表

① 病 院 内の当直者予定表の貼付先等の写真 (平成 23年 1月 17日 加藤

委員撮影)

① 病 院 内の CCUに 係 る看板,標 識等の写真 (平成 23年 3月 7日 村上

委員撮影)

① 経 営管理局職員の事務引継書

○ 管 理運営会議概要 (会議録)(平 成 18年 度)

① 病 院運営審議会概要 (会議録)(平 成 18年 度)

① 幹 部会議概要 (会議録)(平 成 18年 度)

○ 特 定集 中治療室管理及び心疾患 リハ ビリテーシ ョンの施設基準の届出

について (平成 11年 8月 2日 付菓議書)
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① 保 険医療機 関に関す る適時調査結果 について (平成 18年 1月 19日

付菓議書)

① 特 定集 中治療室管理料 (CCU)の 施設基準の辞退届の提出について

(平成 18年 7月 11日 付菓議書)

① 病 院開設許可事項変更許可申請書の提 出について (平成 18年 8月 2

9日 付菓議書)

① 構 造設備使用許可 申請書の提出について (平成 18年 8月 31日 付菓

議書)

2 関 係者

医療従事者 4名 、病院事務関係者 19名 (退職者 を含む)と 面談 した。

本報告書では面談対象者 の氏名 は伏せ ることに し,「事務職員 A」 のよ う

に表記す ることに した。 これに続 く算用数字は当該面談対象者の事情聴取

記録の該当ページを指 し,②は2回 目の面談及びその事情聴取記録を表す。

第 4 事 実関係

当委員会は,調 査の結果,以 下の事実を認定した。

1 循 環器科の診療体制

(1)平 成 11年 8月 ,市 は,市 立病院 7階 東病棟の 701号 室及び 702号

室を,特 定集中治療室管理料の施設基準 (以下 「施設基準」という)を 満

たすCCU(循 環器系特定集中治療室)と して,神 奈川県に届け出た (平

成 11年 8月 2日 付 r特定集中治療室管理及び心疾患リハビリテーション

の施設基準の届出について」)。この届出により,市 立病院は,特 定集中

治療室管理料を請求できることとなった。

(2)施 設基準では,専 任の医師 1名 以上が,常 時,治 療室内に勤務 している

ことが要件 (以下 「常駐要件」という)と されていた。施設基準実施の間,

常駐要件を充たすために,循 環器科の医師については,宿 日直体制がとら

れていた (小田原市立病院当直者予定表)(以 下,常 駐要件を充たすため

に実施 されていた循環器科の宿 日直を 「CCU宿 日直」という)。

(3)平 成 14年 ころから平成 16年 ころにかけて,循 環器科の医師は5名 前

後であつたが,緊 急措置を必要とする患者が運び込まれたり,患 者の容態

が突然急変したりするなどして,繁 忙を極めており,そ のため,宿 日直担
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当の医師が, CCU室 内を離れる事態もしばしば見られた (医療従事者 B

28,医 療従事者 D13)。 但し,CCU室 内を離れた場合でも,必 要に

応 じて速やかにCCU室 内に戻ることができてお り,治 療上,大 きな支障

が生 じたことはなかった (医療従事者A8～ 10)。 一方,平 成 15年 か

ら平成 18年 にかけて経営管理課に勤務 していた職員は看護部を通 じて循

環器科の医師が宿 日直をしていないとの情報を得てお り (事務職員 B3),

また平成 18年 度に幹部会議の書記を担当していた職員も同種の噂を耳に

していた (幹部職員 C7,② 3)。

(4)平 成 17年 12月 に,循 環器科の医師によるCCU宿 日直が適正に行わ

れていないとい う趣旨の告発があり,こ れを受けて,神 奈川社会保険事務

局による立ち入 り調査が行われた。調査の結果,CCUに 専任の医師が,

常時,治 療室内に勤務 していることが,書 類上,確 認できないこと,ま た,

『(調査官の)CCU訪 問時に治療室内に医師がいなかった。緊急カテに

出ていたようであるが,専 任の医師が常時いることが要件である』と指摘

され,改 善指示がなされた (平成 18年 1月 12日 付 「保険医療機関に関

する適時調査結果について」)。

(5)平 成 18年 8月 ,小 日原市は,CCUに 係る施設基準の辞退届を提出し

た (以下 「CCU辞 退」とい う。)。辞退届を提出するについて作成され

た菓議書には,病 院長を始め,当 時の診療部長,看 護部長,副 看護部長,

経営管理局長,経 営管理局次長,経 営管理課課長補佐,医 事担当課長補佐

らの押印がある (平成 18年 7月 11日 付 「特定集中治療室管理料 (CC

U)の 施設基準の辞退届の提出について」)。他方,当 時の幹部会議の会

議録,管 理運営会議の会議録,病 院運営審議会の会議録のいずれにも,C

CU辞 退に係る記載事項がまったく見当たらない (上配各会議録)。

(6)CCU辞 退がいかなる理由に基づくものかについて,当 委員会の関係者

への事情聴取では,い わゆる7対 1看護体制 (患者 7名 に対し1名 の看護

師を配置する体制)を 確立する必要性があったこと (CCUへ の看護師の

集中配置が 7対 1看 護体制の実施の妨げとなる)を 強調する関係者 (幹部

職員 C19～ ,医 療従事者C7～ )が いる一方で,医 師不足により医師の

CCUへ の常駐要件が果たせない現状があったことを強調する関係者がい

た (医療従事者 B6～ , 28～ )。

(7)上 記のとお り,平 成 18年 8月 にCCU辞 退がなされたが, 701号 室
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および 702号 室内のCCUの ための設備は維持され,事 実上,当 該病室

はCCUの 機能を果たし続けた (医療従事者A28～ ,医 療従事者 B10

医療従事者 D14,)。 そして,病 院内においても,当 該病室を 「CCU」

と表示する看板,標 識等も,改 められることなく,存 続 した (幹部職員 C

29)(こ の看板,標 識は平成 23年 3月 現在も存続 している。)(平 成 2

3年 3月 7日 撮影写真)。

(8)CCU辞 退をしたことにより,循 環器科の医師が,CCUへ の常駐を義

務付けられることがなくなり,制 度としてのCCU宿 日直はなくなった。

そこで,循 環器科では,宿 日直が廃止 され,そ れまでの宿 日直及びオンコ

ールの並存体制から,す べてオンコール とする体制 (以下 「オールオンコ

ール体制」とい う)カミとられることとなり (医療従事者 B6～ ),診 療部

長であつた医師は,当 時の幹部会議で,循 環器科はオンコール体制とする

と宣言 した (医療従事者 B26)。

(9)前 記のとお り,CCU辞 退後もCCUは 機能的には存続 し, しかも,C

CUで 対応すべき患者数は増大する傾向にあつた。循環器科の医師は,オ

ールオンコール体制がとられたが,心 臓疾患の急性期医療措置は 1分 1秒

を争 う迅速さが要求されるため,オ ンコール担当者は,病 院内での待機を

強いられることも多く,そ うでなくても,病院近くのホテルに宿泊したり,

アパー トを借 りるなどして呼び出しに備えてお り,事 実上,宿 日直に近い

就業を強いられていた (医療従事者A19,医 療従事者 B21,医 療従事

者 D13～ )。

(10)循 環器科の医師が,オ ンコールの担当となる回数は,平 成 18年 8月

以降,平 成 19年 3月 までの 8ヶ 月間で,1カ 月平均約 6.7回 であつた。

(11)な お,循 環器科の医師は,内 科系に分類 される医師として,内 科系医

師の宿 日直を担当することがあつた (当直者予定表)。従つて,そ の意味

では,循 環器科の医師も宿 日直をしていたことになり,「循環器科の医師

が宿 日直をしていなかった。」とい う言い方は,必 ずしも事実を正しく表

現するものではない。

2 手 当支給事務の流れについて

(1)毎 月 20日 ころ,各 科の医師は,次 月における宿 日直者の予定者を知ら

せるため,カ レンダータイプの表 (1カ 月の日付が表示されたカレンダー

タイプの 1枚 の書類に宿 日直者の氏名を書き込んだもの)(以 下 「医師作
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成予定表」とい う)を 作成し,これを経営管理局の医局事務を行 う職員 (以

下 「医局事務職員」という)に 渡していた (事務職員G8～ )。

ちなみに,循 環器科の医師が作成する医師作成予定表については,CC

U当 直が実施 されていた期間も,そ の標題が 「オンコール表」となつてい

た (事務職員G7～ )。

(2)医 局事務職員は,医 師作成予定表を,当 直者予定表を作成する職員 (以

下 「予定表作成職員」という)に 提出していたo予 定表作成職員は,医 師

作成予定表に記載されている医師の氏名を,当 直者予定表の宿日直欄の対

応日に記載 し,当 直者予定表を作成していた

(3)当 直者予定表は,以 下に述べる 「当直者確定表」作成のための資料とな

るが,宿 日直担当者が誰であるかは,現 場の医療従事者にとつても重要な

情報であることから,当 該表は,院 内の看護部,救 急科診察室,医 事事務

室,医 師当直室等に配布 されていた (平成 23年 1月 17日 撮影写真)。

(4)実 際の宿 日直を行 う医師は,交 替等により変更されることがあつた。そ

の場合,医 師から当番変更連絡表が提出されるので,予 定表作成職員は,

その連絡表に基づき,実 際に宿日直を担当した医師を確定し,最 終的にど

の医師が宿 日直を担当したかを示す 「当直者予定表」の確定版 (以下 「当

直者確定表」とい うO但 し,「当直者確定表」とは,当 委員会が識別のた

めに付 した呼称であつて,当 該文書の院内での呼称はあくまでも 「当直者

予定表」であつた)を 作成した。なお,当 直者確定表は,経 営管理課の内

部資料に留まり,病 院内に配布されることはなかつた。

(5)予 定表作成職員は,そ の作成した当直者確定表を,経 営管理課の支給事

務計算担当の職員 (以下 「計算担当職員」とい う)に 渡していた。

(6)計 算担当職員は,当 直者確定表に基づき,宿 日直者の勤務回数を集計し,

手当支払集計用のシステムに個人ごとの宿日直実績回数を入力していた。

(7)計 算担当職員は,シ ステムから出力した月例報告書に当直者確定表など

の資料を添付 して経営管理課長の決裁を受けていたO

(8)手 当支給の実質的な決定権者は,経 営管理課長である (小田原市事務決

裁規程 。別表 2(第 4条 関係)(3)財 務関係 口支出,幹 部職員C44)。

3 当 直者予定表及び当直者確定表の様式について

(1)当 直者予定表について

ア 当 直者予定表には,各 診療科別に日直 ・宿直欄が設けられており,各
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欄に医師の氏名が記載される様式となつていた。

ィ ccu当 直が実施 されていた期間, この予定表の循環器科欄には 「日

直」「当直」欄があつたが,オ
~ル オンコール体制がとられるようにな

った平成 18年 8月 以降も,こ の記載は変更されず,「日直」「宿直」

と記載され,「オンコール」という名称に改められることはなかつた (当

直者予定表)。

ゥ 上 記の名称変更がなされなかつた事実は,本 件の過払いの重要な原因

に関わるものであるが,こ の点に関し,平 成 18年 8月 に循環器科がオ

ールオンコール体制になつたことが,経 営管理課の幹部職員から予定表

作成職員に明確に伝えられた形跡は確認できず,ま た,同 課に所属する

担当主査以上の職員が参加する事務局会議でも明確に伝えられた形跡を

確認することはできなかつた (幹部職員 B18,事 務職員K5～ ,事 務

職員 L4～ )。

ェ な お,当 直者予定表は,経 営管理課内の手当計算資料となるだけでな

く,広 く院内に配布されていたことは前記のとおりである。

(2)当 直者確定表について

ア 当 直者確定表は,各 科診療別に 「日直」「宿直」「オンコール」等の

欄が設けられており,各 欄に医師らの氏名が記載される様式となつてい

た。

ィ 当 直者確定表上では,「オンコール」欄のみが設けられている診療科

(脳神経科,耳 鼻咽喉科,泌 尿器科等),「日直」「宿直」欄が設けられ

ているが,「オンコール」欄が設けられていない診療科 (小児科,放 射

線科等),「日直」「当直」「オンコール」とい う3つ の欄が設けられて

いる診療科 (救急科,循 環器科等)カミあつた (当直者確定表)。

なお,麻 酔科については,「オンコール」欄 とい う大見出しの下に 「日

直」「宿直」とい う二つの欄が区分けして設けられており,そ の表上の

記載からは,「オンコール体制」がとられているのか,宿 日直体制がと

らているのかが判然としない。

ゥ 循 環器科において,オ
~ル オンコール体制がとられるようになつた平

成 18年 8月 以降も,循 環器科の欄には,「日直」「宿直」「オンコール」

が併記されたままで,改 められることがなかつた (当直者確定表)。

ェ 上 記のとおり,オ
ールオンコール体制がとられるようになつてからも,
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循環器科の欄に 「日直」「宿直」の欄が残存 したことは,本 件の過払い

の重要な原因に関わるものであるが,こ の点に関しても,前 記 (1)ウ

と同様に,オ ールオンコール体制になったことが記録にとどめられてい

なかつたことが重要な意味を持つ。

オ と ころで,予 定表作成職員の中には,CCU辞 退に係る菓議書 (前出

r特定集中治療室管理料 (CCU)の 施設基準の辞退届の提出について」)

を閲覧 している者がいた。当該職員は,CCU宿 日直が廃止されたこと

は認識 していたが, 7階 東病棟内のCCUと して利用されていた病室に

赴いたところ,CCUの 設備を有している病室が,辞 退届後も辞退届前

と同様の外形で存続 していることを確認 した (事務職員C12～ ,事 務

職員 C② 10)。 そのようなこともあり,当 該職員は,循 環器科におい

ては,常 駐要件のあるCCU宿 日直は廃止されたものの,一 般的な 「宿

日直」 (病室内に常駐することまでは求められないが,病 院内で待機す

ることを求められる)が 実施 されているとの認識を抱いた (事務職員C

13,事 務職員C② 12)。

力 さ らに,平 成 18年 当時に経営管理課の課長職にあつた職員は,当 委

員会の事情聴取に対し,概 ね次のような供述をした。即ち,「CCU当

直の廃止後,当 直者確定表上の循環器科欄に 「日直」「宿直」の記載が

あることに気が付き,病 院長に対し,『CCUの 方を落としたのだから,

きちんとそちらの方も宿 日直を今 日から落とされ,落 としていただけま

せんか ?』 という話をしたが,病 院長から『それだけは勘弁してくれ。』

と言われた。その病院長の返答は,実態とは違 う支給がなされているが,

医師確保が重要な課題であるなか,手 当てを切 り下げれば医師離れが起

こる。だから,そ のまま宿 日直手当を支払い続け欲 しいとい う意味であ

ると付度 し,当 直者確定表の記載を改めるような指示をしなかつた。」

(幹部職員A9～ )。但 し,こ の点に関し,病 院長は,前 委員会の事情

聴取では,『オンコールヘの切 り替えについて進言があつたことは覚え

ていない。』 と述べ,当 委員会の事情聴取では,『そんなことはまった

くない。そんな話は 1回 も聞いてない。』などと述べ (医療従事者 Cl

9),当 該職員との間で,そ のようなや りとりがあつたことを否定する

供述をしている。
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4 当 直者確定表の 「宿日直」「オンコール」の同時担当について

(1)前 記のとお り,CCU辞 退後も,当 直者確定表の循環器科の欄には 「日

直」「宿直」「オンコール」欄の 3つ の欄が併記 されていた。そして,

この うち,「宿直」と 「オンコール」欄には同一 日に同一の医師の氏名

が記載されていた (当直者確定表)。

(2)循 環器科では,CCU宿 日直が廃止される以前から,「宿直」と 「オ

ンコール」の担当者が同一であり,医師側から医局担当事務職員に対し,

同一人物を記載するよう指示がなされていた (事務職員G15～ )。そ

こで,医 局担当事務職員は,医 師から提出される医師作成当直予定表を

コピー して 2部 作成 し, 1部 をオンコール担当表として,も う1部 を当

直担当表 として,予 定表作成職員に渡していた (事務職員G14～ )。

その扱いを受けて,予 定表作成職員は,「宿直」と 「オンコール」の担

当者欄に同一の医師名を記載 していた (事務職員 L4～ )。

このように,同 一の医師が同一 日に 「宿直」と 「オンコール」を兼ね

て担当することは,循 環器科の医師以外にも例があり,奇 異ではないと

供述する職員がいる (事務職員C7,事 務職員 E10,事 務職員 F12,

事務職員H6)一 方で,不 自然に感 じたと供述する職員がいた (事務職

員 D5,事 務職員 J10)。

(3)前 記のとお り,CCU宿 日直廃止後も,当 直者確定表の作成様式は改

められることはなかったが,循 環器科の 「宿直」と 「オンコール」の担

当者欄に同一の医師名を記載する扱いも,同 様に改められることはなか

った。

5 手 当の計算要領について

(1)前 記のとお り,計 算担当職員は,当 直者確定表に基づき,宿 日直者の

勤務回数を集計 していたが,同 一 日の 「宿直」欄と 「オンコール」欄に

同一の医師名が記載されているときは,宿 直手当とオンコール手当を併

給するのではなく, 1日 2万 円の 「宿日直手当」のみを支払つていた。

(2)こ のような計算要領について,計 算担当職員の中には多少の疑間を感

じる者もいたが,基 本的には,前 任者から引き継がれた事務要領 として

踏襲 し,そ れに従つてきた (事務職員C6～ ,事 務職員 D5,事 務職員

Jll,事 務職員 L6～ )。

(3)CCU宿 日直が廃止 された後も,手 当ての計算は,上 記の経過で作成
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された当直者確定表に基づいて支給が続けられたことから,循 環器科の

医師には 「宿 日直手当」の支払いがなされた。

(4)な お,麻 酔科については,当 直者確定表上,「オンコール」欄 という

大見出しの下に 「日直」「宿直」とい う二つの欄が設けられていること

は前述 した。同科については,宿 日直の担当日に院外で待機することが

認められているが (事実上のオンコール体制に近い),そ の場合でも,

慣行上,宿 日直手当である1日 2万 円が支払われる扱いになっていた

(幹部職員 C32,医 療従事者 B31)。

6 循 環器科の医師が宿日直をしていないという時について

経営管理局に勤務する職員の中に,CCU宿 日直が廃止された後,循

環器科の医師が宿 日直をしていないのではないかという噂について供述

した者が複数存在 し, 1名 の例外を除くと課長以上の幹部職員であつた

(事務職員A2,幹 部職員A12,幹 部職員 B16,幹 部職員 D13,

幹部職員 E8)。 しかし,そ の噂の真偽について,事 務局会議,管 理運

営会議,幹部会議等の会議の場などで,こ れを話題 とした形跡はなく(各

会議録),ま た,事 実関係 3(2)力 で挙げた幹部職員を除いて積極的

に確認 しようとしたと述べた関係者もいない。

7 手 当額についての医師の認識について

(1)過 払いを受けた循環器科の医師らは,過 払い期間中,オ ンコールの担

当日に宿 日直手当てが支払われていることには気がつかなかつた旨供述

している (前委員会の調査)。

(2)給 与支給に伴い医師に交付される給与明細書には,「宿 日直手当」と

い う欄はあるが,「オンコール手当」とい う欄はない。オンコール手当

が支給されるときは,宿 日直手当と合算された合計額のみが 「宿 日直手

当」欄に表示 され,そ の担当回数などの記載もない。循環器科の医師は,

内科系の宿 日直をすることもあることから,給与明細書を見ただけでは,

宿 日直手当としていくらが支払われ,オ ンコール手当としていくらが支

払われたのかは分らない (給与明細書)。

第 5 原 因についての当委員会の分析

以上の認定事実を踏まえて,当 委員会が分析 した過払いの原因は,以 下のと

お りである。
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1 過 払いの発生原因について

(1)直 接的原因

過払いの直接的な原因は,平 成 18年 8月 以降,循 環器科の急患対応の

診療体制が,オ ールオンコール体制となり,制 度としての 「宿 日直」がな

くなったにも関わらず,そ の事実が,経 営管理局の予定表作成職員に正確

に伝わらず,上 記職員が循環器科の医師において 「宿 日直」が行われてい

るものと認識 して手当支給の基礎 となる当直者確定表を作成 し,支 給担当

職員も,そ の点に気が付かず手当額の計算を行い (事実関係 3(1)イ ,

ウ,(2)ウ ,工 ),支 給担当職員の業務を点検する支給担当主査 らも,

この点を見過 ごし,さ らに手当支給の権限を有する経営管理課長やその業

務を統括する経営管理局長ないし次長も,支 給状態の点検是正を徹底しな

かつたことにある。

(2)情 報伝達が不完全であった原因について

予定表作成職員 らに,情 報が正しく伝えられず,同 担当者 らに正 しく認

識されず,給 与計算に正 しく反映されなかった原因については複数の要因

が考えられる。

ア 診 療体制についての経営管理局職員の理解が不十分であったこと

まず,「宿 日直」「CCU宿 日直」「オンコール」とい う制度について,

経営管理局の職員の理解が必ずも十分でなかったことが指摘できる。即

ち,循 環器科の医師が担当していた 「CCU宿 日直」とい うのは,CC

U室 内に常時勤務することが求められる特殊な宿日直であるが,経 営管

理局の職員のなかには,CCU宿 日直と一般の宿日直との違いを正確に

理解 していない者もお り (幹部職員 C28),ま た,局 長クラスの幹部

職員の中にさえ,そ の理解が疑わしい者もいた (幹部職員 B18)。 さ

らに,当 委員会の事情聴取に対 し,宿 日直を担当する医師が,同 一日に

オンコールを担当することができるかについて,で きると答える職員と

できないと答える職員がお り (事実関係 4(2)),そ の点についても

理解に統一が図られていない。このようなことから,循環器科において,

CCU宿 日直は廃止されたが,オ ンコールと宿 日直は続いていると理解

した職員もいた (事実関係 3(2)オ )。

このとお り,宿 日直やオンコールという診療体制について,経 営管理

局の職員の理解が必ず しも十分とは言えず,ま た職員間での理解の統一
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も図 らていなかつたことが,本 件の情報伝達が不完全 となつた要因であ

る。

イ 幹 部 による情報伝達が不十分であった こと

次いで,以 下に述べ るとお り,経 営管理局幹部による情報伝達が不十

分であった ことが決定的な要因 として挙げ られ る。

i 平 成 18年 8月 の CCU辞 退の際に作成 された菓議書には,病院長,

診療部長 ,看 護部長 な どの医療従事者 のみな らず,経 営管理局長,経

営管理局次長 ,経 営管理課課長補佐 ,医 事担 当課長補佐 らの押印がな

されていた。 これ により,少 なくとも,経 営管理局の課長補佐以上の

管理職 には,CCU辞 退の事実が伝達 された と認 め られ る (事実関係

1  ( 5 ) ) 。

上記辞退 に伴い,循 環器科 において CCU宿 日直が廃止 された。 し

か しなが ら,上 記辞退届 けが提出されたことやそれに伴い CCU宿 日

直が廃止 されたについては,当 時の幹部会議の会議録,管 理運営会議

の会議録 ,病 院運営審議会の会議録のいずれにも記載がない。さらに,

その他,上 記事実を表記 したいかなる伝達文書 も見当た らず,ま た,

経営管理局内部で行われ る事務局会議 です ら伝達 された形跡 をも認 め

ることができなかった (事実関係 3(1)ウ ,(2)工 )。

前記の とお り,予 定表作成職員の診療体制 についての理解 は必ず し

も正確ではなかった ところ,CCUに 係 る辞退届の提出やそれに伴 う

CCU宿 日直の廃止の事実が,幹 部か ら予定表作成職員 らに対 し,明

確 な文書等の形式によっては伝達 されず,ま たは周知 されなかったこ

とは,本 件 の情報伝達が不完全になった重要な要因をな していると考

え られ る。

上 と ころで, CCU辞 退 は,重 要な診療体制の変動であ り,そ れにと

もなって支給 され る手当も変更 され ることになるため,医 療 ・病院事

務 に携わる者 に広 く周知 されて しかるべきであった。それにも関わ ら

ず関連会議体の会議録にCCU辞 退に関することがまったく記載され

ていないこと (事実関係 1(5))は 極めて不自然である。

医師がCCU室 内に常駐していなかったことがあり,そ の情報が経

営管理課の事務職員に入つていたこと (事実関係 1(3)),神 奈川

社会保険事務局の調査において医師の常駐要件が十分に満たされてい
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ないことが指摘 されたこと (事実関係 1(4)),そ の後も医師不足

により常駐要件を満たすことが厳 しい状況であったこと (事実関係 1

(6))な どを考慮するならば,CCU辞 退に際して医師の常駐要件

の問題が議論されて当然であったと思われ,ま た,関 係者の供述でも

議論 されたはずであるとするものが多い。 しかしながら,医 師常駐要

件が厳格に道守されていない現状とこれを理由とするCCU辞 退を記

録に残すことは,特 定集中治療室管理料の不正な届出を行つていたと

の誘 りを惹起する恐れがあり,そ れゆえCCU辞 退に関することが会

議録に記載されていないのではないかという疑念が生ずる。

この点についてCCU辞 退当時の幹部会議書記担当者に聴取 したと

ころ,幹 部会議でCCU辞 退が議論されたことは認めながらも (幹部

職員 C15,② 14～ 15),会 議録に記載がないことについては 「ち

よつと,記 憶にない」とし (幹部職員 C9),管 理運営会議での報告

も行われていないことについては 「CCUは 循環器科独自の問題」で

あって病院全体での情報の共有の必要性は低かつたと説明し (幹部職

員 C16),神 奈川社会保険事務局の調査結果などを会議録に記載 し

なかったことも含めて意図的に隠匿した事実はないと供述する (幹部

職員 C26)。

しかしながら,当 該聴取対象者はCCUに 医師が常駐 していないと

い う噂を神奈川社会保険事務局の立ち入 り調査以前に聞いていた職員

の一人であり(事実関係 1(3)),こ の噂と保険事務局の調査結果との

関連 (具体的に言 うならば噂は事実無根ではなかったこと)を 認識 し

ていた (幹部職員C② 3～ 6)。 また,CCUの 医師常駐要件が厳密

には守られていないことは好ましいことではないが, 日本の医療の現

状では 「仕方がない」と考える (幹部職員C② 8)一 方で,医 師の常

駐要件を守っていないことは形式的には施設基準に反することにな

り,そ の制裁は深刻なものとなるという認識を自身を含めて幹部クラ

スなら持っていたたはずであると供述 している (幹部職員 C② 23～

24)。 この聴取対象者はCCU辞 退理由として 7対 1看護体制を主

張する者の一人であり (事実関係 1(6)), 7対 1看護体制導入を

目指 して看護部長と相談し,そ の際にCCUの 看護体制について話 し

合つたことを認めている (幹部職員 C② l～ 2)。 しかし, 7対 1看
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護体制実現のため小児入院加算料の届出を返上する予定である旨の看

護部長の報告 (平成18年10月24日幹部会議概要)な どを幹部会議会議

録に記載 しながら, 7対 1看護体制実現という点では同じ意味を持つ

CCU辞 退については一切記録 していない。

以上のことを総合考慮すると,CCU辞 退に関わることが会議録に

記載されていない不自然さに関する当委員会の疑念を裏づける直接的

な供述は得られなかつたものの,疑念そのものを払拭するには至らず,

CCU辞 退の理由と考えられる医師常駐要件の不備を表沙汰にしたく

ない環境が少なからず存在 していたことを確認できた。 したがつて,

これがCCU辞 退及びそれに伴 う診療体制変更の情報伝達を阻害した

可能性は高いと当委員会は判断する。

ウ 手 当支給の基礎となる文書の様式不備と不合理な支給慣行

手当支給の基礎となる文書は,当 直者確定表であるが,こ の文書の様

式には,本 件の過払い問題が発生する以前から,不 備な部分があつた。

即ち,当 直者確定表上,各 診療科の急患対応体制については,当 直者

確定表上,「オンコール体制」のみの診療科 (脳神経科,耳 鼻咽喉科,

泌尿器科等),「宿 日直」のみの診療科 (小児科,放 射線科等),「宿 日

直」と 「オンコール」が併用されている診療科 (救急科,平 成 18年 8

月以前の循環器科等)が あつた (事実関係 3(2)イ )。

そ して,「宿 日直」 と 「オンコール」が併用されている診療科におい

ては,同 一 日に同一の医師名が,「宿 日直」と 「オンコール」欄の双方

に記載されることがあり,そ の場合,宿 日直手当のみを支給する慣行と

なつていた (事実関係 4(2))。 また,麻 酔科においては,「オンコー

ル」とい う大見出しの下に 「日直」「宿直」という二つの欄が区分けし

て設けられ,そ の記載からは,「オンコール体制」がとられているのか,

「宿 日直体制」がとらているのかが判然としないが,担 当医師には,常

に宿 日直手当が支払われていた (事実関係 3(2)イ )。

当直者確定表は,手 当支給計算の基礎 となる重要な文書であるから,

手当支給の計算事務を正確に行 うという機能的観点から,そ の様式は単

純明快で,か つ,手 当の変更に結びつく診療体制の変動があれば,直 ち

にその情報を取 り入れて的確に修正されることが要求される。当直者確

定表に係る事務処理は,臨 時職員に担当させることもあつたのであるか
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ら (事務職員 Ll),い っそうその要請が強い。かかる点からすれば,

宿日直手当のみが支払われる場合には,「オンコール」欄を削除するか,

少なくとも 「オンコール」欄に同一医師名を記載する扱いをやめるべき

である【。また,麻 酔科において,宿 日直手当のみが支払われるのであれ

ば,「オンコール」という大見出しを設けること自体が不適切である (そ

もそも,当 直者確定表は,月 後に実際に宿 日直を担当した当直者を確定

するための表であったにもかかわらず,「当直者予定表」とい う標題で

作成されてお り,そ の意味で,そ の文書の標題からして適切でない)。

このとお り,本 件の過払い問題が発生する前から,当 直者確定表の様

式には,手 当支給の実態を必ずしも正確に反映しない部分があり,そ れ

を埋め合わせるものとしての,重 要な計算要領 (同一日の宿 日直とオン

コールに同一医師名を記載するが手当ては併給せず,宿 日直手当のみを

支払 うなど)が ,担 当者間で日頭で伝承されていた (事務職員 C6,事

務職員 H5)。

支給実態に併せて文書を正確に作成せず,重 要な計算要領を口頭伝承

に頼るような事務慣行が,本 件の過払いを誘発 した要因である。

工 過 払いを容認する配慮が介在した可能性について

手当支給額は,経 営管理課長の決裁によって確定する。

ところで, CCU辞 退がなされた当時の経営管理課長は,当 委員会の

事情聴取において,CCU宿 日直が廃止されたが,循 環器科の医師に宿

日直手当が支払われている実態に気が付き,病 院長に対し,そ の是正の

進言をしたところ,病 院長から 「勘弁 してくれ」と言われたので,過 払

いの支給がなされている実態に目をつぶ り,予 定表作成職員に是正指示

をしなかった旨の供述をする (事実関係 3(2)力 )。病院長は,当 該

職員とかかるや りとりがあったことを否定するが,当 該職員は,『確認

すべきところはする』『(優秀な粒の)揃 っていた職員』のひ とりであ

り (幹部職員 B22),虚 偽供述をするような人物ではないとの関係者

の供述があり (幹部職員 C② 30),当 委員会も,上 記職員の供述は信

用するに足 りるものと判断している。そして,こ の供述によれば,本 件

の過払いは,「過失による誤支給」(前委員会の結論)で はなく,過 払

いを容認する配慮のもとになされた可能性があることになる。

過払いが継続 した原因について
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過払いが継続 した原因について

過払いが4年 間も継続 し,そ れが見過ごされた原因については,以 下の

要因が指摘できる。

(1)CCUが 機能的に存続し,医 師が宿日直に近い実態で就業したこと

CCUに 係る辞退届後も,CCUの ための設備は維持され,事 実上,

当該病室はCcuの 機能を果たし続けた。院内においても,当 該病室を

「CCU」 と表示する看板,標 識等も存続 した。また,循 環器科の医師

は,上 記辞退前とほぼ同様な就業状況にあり,あ たかも宿 日直をしてい

るような外形的事実がみられた (事実関係 1(7)(9))。

(2)慣 行重視の事務処理が続いたこと

予定表作成職員は,前 任者から引き継いだ事務要領に従つて誤 りなく

事務を処理することを重要に考え,支 給慣行についてあまり疑間を抱く

こともなかった (事務職員 L6～ )。また,計 算担当職員の中には,同
一 日に同一の医師が 「宿 日直」と 「オンコール」を担当する扱いに疑問

を抱いた者 もいたが,給 与計算事務を迅速正確に行 うことに意識を集中

してお り,事 務局会議等で問題提起をしたりするまでの行動はとらなか

つた (事務職員 Jll,事 務職員 D6)。

(3)噂 の真偽についての確認がなされなかったこと

CCUに 係る辞退届後に,循 環器科の医師が宿 日直をしていないので

はないかという噂に関する供述を行つた経営管理局の職員がお り, 1名

の例外を除くと課長以上の幹部職員であった (事実関係 6)。

噂への対応は以下のように整理できる。

A 出 所が必ず しも明らかではない噂を聴いた者 (幹部職員 3名 )

CCU辞 退の時期 (平成 18年度)に おいて幹部職員だつた者 1名 は,

噂を聞いた記憶そのものが定かではないこと,当 時,病 院へのクレーム

などが多くあり,循環器科医師に特定した情報として聞いた記憶はなく,

もし聞いていたならば幹部会議の場で確認 していたであろうと供述 して

いる (幹部職員 B2～ 3, 20)。

他の 2名 はCCU辞 退後に経営管理局に配属された者で,うち 1名 (幹

部職員 D4, 13～ 15)は 本件が露見した際に初めて聞いたというよ

りも,「どつかで聞いた」という感覚を抱いたことから噂的なものを聞

いたと思われる程度の記憶でしかなく,宿 日直の実態を幹部会議などで
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確認す るほ どの意識 もなかった と供述 している。 も う 1名 (幹部職員 E

7～ 8)は 前委員会の調査報告書を知 ることができる立場 にあったため,

記憶が混乱 しているとした上で,循 環器科医師に限 らず医師不足の中で

本 当に宿 日直ができているのか とい う話は事務職員の間で出ていたが,

長 い期 間 を経 て作 り上 げ られたルール に基づ いて手 当は支給 されてお

り,宿 日直 の実態を確認す るのは 自分の職責ではない とい う認識のもと

で具体的な対応 は取 らなかった と供述 している。

B 医 療従事者 か ら聴いた者 (幹部職員 1名 を含む 2名 )

職員 2名 の うち 1名 (事務職員 A2,4, 10)は CCU辞 退後に経

営管理課 に配属 された際に,は っき りと記憶 しているわけではないもの

の,医 療従事者 か ら循環器科医師に支払われている手当は勤務の実態 と

異なってい るがやむを得ない とい う話を聞いた記憶があること,病 院に

おいて医療職 は絶対的な地位 にあ り,一 介の職員が医師に とって不利益

となるよ うな意見は言いに くい環境 にあったので具体的な対応は しなか

つた と供述 している。他 1名 は上述 (事実関係 3(2)力 )の 平成 18

年 当時に経営管理課課長職 にあった職員であ り,CCU辞 退後 も当直者

確定表 の 日直 ・宿直欄 に循環器科医師の氏名が記載 されていることに気

付 き, さらに噂が耳に入つたことか ら病院長 に是正の進言 を した と供述

している。

循環器科 医師が宿 日直を していない との噂を耳に した 5名 の職員の う

ち, 4名 が幹部職員 (課長 と局長)で あつた。噂を聞いた時期 (換言す

れ ば,経 営管理課 に所属 していた時期)に よって差 はあるものの,(循

環器科)医 師が宿 日直 を していない可能性 を示唆す る内容であったこと

は共通 している。宿 日直には原則 として手当が発生 し,そ の支払いの決

裁権者 は課長 であ り (事実関係 3(2)),局 長 はその上 司である。事

実に合致 しない手 当が支給 されている可能性 を示す情報 を得ていたにも

かかわ らず ,具 体的な対応 を取ったのは 1名 だけであった。また,そ の

1名 も病院長 に進言 を 1回 行 つたのみで,幹 部会議等での確認 をしては

いない。幹部会議 は原則週 1回 定期的に開催 され るが,あ らか じめ議案

書が作成 され るよ うな ことはな く (幹部職員 A6～ 7),構 成員が各 自

の判断で比較的 自由に意見を述べ ることができる会議 (医療従事者 C

15)で あ り,局 長経験者 によれば雑談めいた形で この種 の噂について
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発言することも可能な会議であったとい う (幹部職員 B20)。 循環器

科医師が宿 日直をしているかどうかは病院の診療体制の問題であり,病

院長 ・診療部長 (循環器科部長を兼務)・看護部長が出席する幹部会議

は,噂 の真偽を確認する (あるいは確認を依頼する)の には最適な場で

あり,課 長以上の職員も構成員であるから容易に確認を求めることがで

きたはずである。それにも関わらず噂の真偽を確認 しようとしなかった

理由としては,既 に指摘 した過払いを容認をする配慮 (1過 払いの発生

原因 (2)工 )の ほかに2つ 考えられる。

1つ は,不 正な手当支給が行われている可能性を含む噂を耳にしなが

ら,確 認 しようという意識すら生じなかったとするならば,幹 部職員も

一般職員と同じようなレベルでの業務 しかしていなかった,す なわち前

述の慣行重視の事務処理と同じレベルで噂を処理 してしまった可能性で

ある。

もう1つ の可能性は,循 環器科医師が宿 日直をしていないという噂が

CCU辞 退以前にすでに存在 していたことと関係する。この噂と連動し

ていると思われる告発によって神奈川社会保険事務局による立ち入 り調

査が行われたこと,そ の調査結果として医師常駐に関する改善指示が出

されたこと,医 師不足の状況から常駐要件を厳密に遵守することは困難

であったこと,こ の公然化によって惹起される事態の深亥Jさを事務職員

を含む病院幹部は認識 していたこと,そ れゆえにCCU辞 退に関する議

論が会議録に記載 されなかった可能性があるとことはすでに指摘 した

(1過 払いの発生原因 (2)イ ii)。平成 18年 当時幹部職員であつた

者は当然として,そ の後に幹部職員 となった者も業務引継に際して上記

のような事情説明を受けていたとするならば,噂 の真偽を幹部会議で確

認することは,施 設基準実施期間に既に宿 日直をしていなかったことを

表面化 してしまう恐れがあり,そ のためにこれを回避 した可能性は否定

できない。

第 6 責 任の所在 日損害の回復についての委員会の意見

1 経 営管理局職員の責任について

(1)予 定表作成職員及び計算担当職員らの責任

経営管理局の職員中,予 定表作成職員や計算担当職員には,循 環器科の
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医師 らが 「宿 日直体制」をとっていない事実が伝えられてはいなかつた。

予定表作成職員の職務は,与 えられた事務要領に則 り,手 当支給の基礎 と

なる資料を作成することにあり,ま た,計 算担当職員らの職務は,上 記資

料に基づき正確かつ迅速に手当額を計算することにあった。前記のとおり,

予定表作成職員 らが作成 していた当直者確定表の様式には問題点があり,

また,計 算担当職員 らが従つていた計算要領の慣行には見直されるべき点

もあつた。その問題点を指摘 し,改 善を上申することが,本 件の過払いの

発見是正に結びついた可能性もないとはいえないが,同 人らの職務の内容

と権限に熙らし,そ のような指摘 ・上申をしなかったことが,直 ちに同人

らの職務解怠にあたるとい うことはできない。

(2)経 営管理課長及び経営管理局長の責任

他方,経 営管理局の職員中, 1週 間に 1回 の害J合で開催される幹部会議

に出席 し,意 見を述べることができる地位にあった経営管理局長,経 営管

理課長 らは,循 環器科において,CCU宿 日直が廃止され,オ ールオンコ

ール体制になったことを認識 していたと認められる (事実関係 1(8))。

従つて,平 成 18年 8月 時点で上記の職にあつた者らが,予 定表作成職員

らに診療体制変更の事実を明確に伝達 しなかったことは,そ の権限と職責

に照 らし,職 務解怠というべきで,相 応の責任がある。

また,そ の後,過 払いのなされていた期間に上記役職にあった者らも,

決裁時に当直者確定表等の資料を閲覧できる機会があったこと,ま た,循

環器科の医師が宿 日直をしていないという噂を聞く機会があり,そ の真偽

の確認を通 じて本件の過払いの事実を認識することは極めて容易になし得

たこと (前記のとお り,同 人らが敢えて確認をしなかったのには一定の配

慮があった可能性も否定できない)等 の事情に鑑み,本 件過払いを見逃し

たことは,そ の権限と職責に照らし,職 務解怠というべきで,相 応の責任

がある。

2 病 院長の責任

病院長は,医 師も含めた職員の手当支給に関する権限を有 してはいない。

しかしながら,CCUに 係る診療体制ほか病院全体の診療体制を統括し,

病院運営の適正化を図るため,病 院幹部会議及び診療会議を設置する権限を

有する者であり (小田原市立病院処務規則第 2条 ,第 9条 ),よ って,CC

U辞 退にともない循環器科がオールオンコール体制になったことを,経 営管
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理局職員 に明確 に伝達す る責任 を負 う。

病院長 は,CCU辞 退 を経営管理局の幹部職員 が認識 していた以上,循 環

器 科 がオールオ ンコール体制 になった ことを知 らない筈 はない 旨述べ るが

(医療従事者 C18),理 論上は,ccu宿 日直が廃止 されて も,一 般の宿

日直 とオ ンコール が並存す る体制が とられ ることも考 えられ るのであ り (本

件 において予定表作成職員 はま さにそのよ うに誤解 した ものである),当 然

にオールオ ンコール体制 となるとは限 らない ところ,循 環器科がオールオン

コール体制 になったことは,当 委員会の調査 したいかなる会議録 にも記載が

な く,ま た,そ の旨を伝達 したいかなる文書 も存在 しない。かよ うに重要な

診療体制の変更が文書によって明確 に伝達記録 されていない ことが,前 記の

経営管理課長が述べ る 「付度」 を招いた要因にも繁がる。病院長は,診 療部

長 あるいは経営管理局の幹部職員 らに命 じて,診 療体制の変更が予定表作成

職員及び計算担 当職員 に明確 に伝達 され るよ う,指 示すべ き職責があ り,よ

つて,そ の指示 を しなかったことは,職 務解怠の誘 りを免れず,相 応 の責任

がある と当委員会 は考 える。

3 医 師 らの責任 について

(1)過 払いを受 けていた医師 らは,い ずれ も過払 いを認識できなかった とい

う説 明をするが,給 与明細書の体裁等に照 らし,そ の説明には理 由がある

(事実関係 7(2))。 従 つて,本 件 の過払 いを医師 らによる詐取 と認定す

ることはできない。

(2)過 払いを受けた医師 らは,過 払いを受領す る法律上の原因を欠 くもので,

その行為 は,形 式的には民法 703条 の不当利得返還請求権の発生要件を

充たす。

しか しなが ら,循 環器科の医師 らは,オ ンコール体制で急患対応 にあた

ることになった後 も,オ ンコールの担当 日には一般の宿 日直に近い就業を

強い られていた実態があること,一 方で,他 の診療科 においてオ ンコール

体制 に近い体制が とられていなが ら,宿 日直手 当が支給 されていた ところ

もあること等 を考慮す ると,医 師 らが,本 件の過払いによって得ていた利

得が実質的にも不 当な利得 といえるのか否かを慎重に検討す る必要がある

と考 える。 さらに,前 記 の とお り,本 件においては,手 当支給の権限を有

す る経営管理課長が,病 院長 の意思 を付度 し,過 払いを容認す る配慮のも

とにな された可能性 も否定できない。そ して,そ の場合は,不 当利得の特
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則 として,弁 済者が利得の返還 を求め得ない もの とされ る民法 705条 の

非債弁済に該 当す ることにな り,そ の抗弁 は,訴 訟 において,相 応 の説得

力を持つ もの として受け取 られ る可能性がある。 このよ うに考 えると,市

が医師 ら対 して過払い金の全額について不 当利得返還請求権を行使す るこ

とはいつそ う慎重 さが求め られ るもの と考 える。

第 7 再 発防止のための提言にかえて

日本弁護 士連合会の 「企業等不祥事における第二者委員会ガイ ドライ ン」

は,「調査結果 に基づいて,再 発防止策等の提言 をす ること」 も第二者委員

会 の任務の一つ としている。 この点について,過 払いの発生及び継続原因の

調査結果 に関す る本報告書の指摘は再発防止 に寄与す るもの と当委員会は自

負 しているが,再 発防止策 をま とめて提言す ることは しなかった。

その理 由 としては,ま ず第
一に,関 係者への事情聴取をすべて と言 つてよ

いほどや り直 さねばな らなかったこと,そ の過程で新たな関係資料が多 く発

見 されたことに よ り,当 委員会が発足 した際に予演Jした以上の時間を調査に

費や さねばな らなかったか らである。

第二に,過 払 いの原因解 明に際 して,病 院運営のあ り方の問題 ,よ り具体

的 に言 うな らば医療職 と事務職 の 「体質の違 い」・二重構造的な問題 につい

て も言及 してい るが,こ れ らの改善には業務監査的な検証が不可欠であ り、

当委員会の職務 を超 える問題 であると判断 したか らである。

最後 に,今 回の不祥事 を受 けて,「小 日原市立病院宿 日直等手 当支給事務

適正化検討委員会」カミ平成 22年 10月 18日 に設置 された と聞いている。

当委員会の報告書 を受 けとめ,具 体的な再発防止策 を検討す る組織が この委

員会 となるか否かの判断は市当局に委ね るが,少 な くとも過払い発生原因に

ついてはでき うる限 り具体的に問題点を指摘 したので,手 当支給のみな らず

病院運営の健全化 に活用 され ることを期待 して,提言にかえることに したい。

以  上

-23-


